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文部科学省「専修学校の質の保証・向上に関する調査研究協力者会議」

キャリア・イノベーション本部

令和3年度

「職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進」 事業報告

職業実践専門課程について

本資料で「速報値」としているデータは暫定値です。
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「職業実践専門課程の質保証・向上のための実態調査」からは、

職業実践専門課程の認定学科の実態や課題についてご報告（中間報告のため、各種数値は暫定値） 。

「効果的な職業教育のマネジメントのための実態調査」からは、

文部科学省「今後の専門学校における職業実践専門課程制度の充実に向けて 骨子案」で挙げられてい

る項目について、関連する情報やデータをご報告（令和3年度調査は中間報告のため、各種数値は暫定

値。その他過年度調査結果もご紹介）。

- 職業実践専門課程の効果と課題

• 生徒の満足度向上、教職員の指導力向上、職業教育の可視化、認知度向上、個々の取組の更なる普及

- 職業実践専門課程の充実方策

• 学修目標の具体化、教育課程の編成・実施（教育課程編成委員会、実習・演習等、教員研修）、学修成果の可視

化・学校評価及び情報公開、PDCAサイクルを支える基盤

- 更なる検討が必要な事項

• 中期計画の策定を通じた経営基盤の強化、遠隔授業を効果的に実施するための在り方の検討

本報告の趣旨
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「職業実践専門課程の質保証・向上のための実態調査」について
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 事業概要

- 学校評価機関の関係者や専門学校関係者等と連携しながら、学科記入シート等を開発。

- 文部科学省と連携し、フォローアップ対象学科に送付。職業実践専門課程の既認定学科における認定要件の充

足状況（教育課程編成委員会、企業等連携科目の実態等）に関する調査を実施。

- 学科記入シートに基づき、職業実践専門課程の認定学科の継続的な運営状況に関する課題を整理するととも

に、職業実践専門課程の認定要件充足状況の確認方法（フォローアップ）等に関する示唆をまとめる。

 本事業の背景

- 文部科学省により最初に実施されたフォローアップにおいて、主に以下が課題として指摘された。

• 別紙様式4の記載を確認することで実施される現行のフォローアップでは、要件充足の取組を具体的に確認することが難しい。

• 認定学科が認定要件の趣旨を踏まえた有機的連携のもとに運用され、実質的に機能しているかどうかを確認することが難し

い。

本事業の概要（事業の背景）

主な手順のフロー
文部科学省事務連絡に
シート等添付・発出学科記入シート等の開発

事務連絡
趣旨説明資料

• 学科記入シート
• 調査の趣旨説明資料
• 学科記入シート記入要項

実証
※私立専門学校等評価研究機構にて調査実施 取りまとめ

学
科
記
入
シ
ー
ト
回
収

【
文
部
科
学
省
経
由
】

私
立
専
門
学
校
等
評
価

研
究
機
構
へ
送
付 各学科提出資料に基づき

個別評価を実施

調査員に対する研修
調査結果を集約した
集約表を作成

記入要項 調査を担当した調査
員と、今年度の学科
の状況や記入シート
等について意見交換

学科記入シート
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出所）文部科学省「「職業実践専門課程」の認定状況（令和2年3月25日現在）」（2022年2月2日閲覧）https :/ /www.mext .go . jp/content/20200325-mxt _syoga i01-

000006177_5 .pdf をもとに当社作成

【参考】現時点での職業実践専門課程の認定状況（分野別）

※各分野の認定割合は、当該分野の認定学科数が当該分野の全学科数に占める割合。

※合計の認定割合は、全認定学科数が修業年限2年以上の全学科数（7,496学科）に占める割合（令和元年度学校基本統計による）。

 分野別の認定学科数をみると、工業、文化教養、医療、商業実務における認定学科数が比較的多い。
 分野別の認定割合をみると、工業、教育・社会福祉、商業実務における認定割合が比較的高い。

職業実践専門課程の認定割合（分野別） （認定学科数／全学科数）※職業実践専門課程の認定学科数（分野別）

分野 認定学科数

工業 674

農業 14

医療 578

衛生 309

教育・社会福祉 279

商業実務 544

服飾家政 116

文化教養 584

合計 3098

https://www.mext.go.jp/content/20200325-mxt_syogai01-000006177_5.pdf
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「職業実践専門課程の質保証・向上のための実態調査」

職業実践専門課程の認定学科の現状
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今年度調査対象の学科 地域、分野別の構成

【学科（364学科）】地域別の分野構成

 今年度の調査対象学科（回答のあった学科数は364学科）について、地域別の分野構成を算出した。
 本調査において地域別の結果を考察する際、学科の地域ごとの偏在状況が影響する可能性についても留意が必要。

※東京都はN数が小さいため、今後言及を割愛する。

出所）令和3年度文部科学省委託事業「職業実践専門課程の質保証・向上のための実態調査報告書」 (集計中のため変更の可能性あり)
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工業 農業 医療 衛生 教育・社会福祉 商業実務 服飾家政 文化・教養

（学科）

※一部学科の回答漏れなどがあり、設問ごとにN数が異なっている場合がある。

※地域別集計においては、「その他大都市圏」は関東圏（神奈川県・埼玉県・千葉県）、近畿圏（大阪府・京都府・兵庫県・滋賀県・奈良県・和歌山県）、中京圏（愛知県・岐阜県・三重県）、「その

他地域」は東京都と「その他大都市圏」以外を指す。
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今年度調査対象の学科の授業 指定規則上の科目か否か

【授業（990件）】企業等連携をしている授業における指定規則上の科目の割合

分野別 地域別
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 企業等連携をしている授業について、最大5科目まで（別紙様式4に企業等連携があると記載されている科目と一致。講
義含む）挙げてもらい、授業の実態について回答を依頼（990授業）。指定規則上の科目かどうかも回答してもらった。

 分野別にみると、指定規則上の科目である授業の割合に差が生じている。
※ N数が小さい分野については、今後言及を割愛する場合がある。

 地域別にみると、その他地域、その他大都市圏、東京都の順に、指定規則上の科目である授業の割合が高い。

出所）令和3年度文部科学省委託事業「職業実践専門課程の質保証・向上のための実態調査報告書」 (集計中のため変更の可能性あり)

※一部学科の回答漏れなどがあり、設問ごとにN数が異なっている場合がある。

※地域別集計においては、「その他大都市圏」は関東圏（神奈川県・埼玉県・千葉県）、近畿圏（大阪府・京都府・兵庫県・滋賀県・奈良県・和歌山県）、中京圏（愛知県・岐阜県・三重県）、「その他

地域」は東京都と「その他大都市圏」以外を指す。

（授業）
（授業）
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50%～70%未満
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認定学科の現状 令和3年度調査結果（速報値）

【学科】全授業における企業等と連携した実習・演習等（講義除く）の占める割合（1/2）

※一部学科の回答漏れなどがあり、設問ごとにN数が異なっている場合がある。

 全授業において企業等と連携した実習・演習等（講義除く）が占める割合については、５％未満の学科が最多。
※ただし、学校によって授業時間のカウント方法が様々であることが推測される。

出所）令和3年度文部科学省委託事業「職業実践専門課程の質保証・向上のための実態調査報告書」 (集計中のため変更の可能性あり)

単純集計

（学科）
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認定学科の現状 令和3年度調査結果（速報値）

【学科】全授業における企業等と連携した実習・演習等（講義除く）の占める割合（2/2）

※一部学科の回答漏れなどがあり、設問ごとにN数が異なっている場合がある。

※地域別集計においては、「その他大都市圏」は関東圏（神奈川県・埼玉県・千葉県）、近畿圏（大阪府・京都府・兵庫県・滋賀県・奈良県・和歌山県）、中京圏（愛知県・岐阜県・三重県）、「その

他地域」は東京都と「その他大都市圏」以外を指す。

 全授業において企業等と連携した実習・演習等（講義除く）が占める割合について、分野別にみると、商業実務におい
て、企業等連携の実習・演習等の割合が小さい学科が比較的多い。

※服飾家政も同様の傾向がみられるが、N数が小さいため、言及を割愛する。

 地域別にみると、その他地域において、企業等連携の実習・演習等の割合が小さい学科が比較的多い。
※東京都はN数が小さいため、言及を割愛する。

出所）令和3年度文部科学省委託事業「職業実践専門課程の質保証・向上のための実態調査報告書」 (集計中のため変更の可能性あり)
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64%

36%

[N=991]

校内 校外

【授業】 実施場所(1/2）

認定学科の現状 令和3年度調査結果（速報値）

 企業等連携をしている授業（講義含む）の実施場所について、約6割の授業が校内で実施されている。
 指定規則上の科目と比較すると、指定規則上の科目でない授業において、校内実施の割合が比較的多い。

出所）令和3年度文部科学省委託事業「職業実践専門課程の質保証・向上のための実態調査報告書」 (集計中のため変更の可能性あり)

単純集計

※一部学科の回答漏れなどがあり、設問ごとにN数が異なっている場合がある。

指定規則上の科目か否か
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指定規則上の科目でない[N=628]
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（授業）

（授業）
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【授業】 実施場所（2/2）

認定学科の現状 令和3年度調査結果（速報値）

 企業等連携の授業の実施場所について、分野別にみると、工業及び商業実務において、校内実施の授業が比較的多い。
※指定養成施設として校外実習が義務付けられている医療においては、校外実施の授業が比較的多くなっている。

※農業、衛生、教育・社会福祉、服飾家政、文化教養はN数が小さいため、言及を割愛する。

 地域別にみると、校内実施の授業はその他地域で比較的少ない。

出所）令和3年度文部科学省委託事業「職業実践専門課程の質保証・向上のための実態調査報告書」 (集計中のため変更の可能性あり)
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分野別 地域別

※一部学科の回答漏れなどがあり、設問ごとにN数が異なっている場合がある。

※地域別集計においては、「その他大都市圏」は関東圏（神奈川県・埼玉県・千葉県）、近畿圏（大阪府・京都府・兵庫県・滋賀県・奈良県・和歌山県）、中京圏（愛知県・岐阜県・三重県）、「その

他地域」は東京都と「その他大都市圏」以外を指す。

（授業）

（授業）
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

指定規則上の科目[N=361]

指定規則上の科目でない[N=612]

【校内】企業等講師が全授業を担当 【校内】企業等講師が一部の授業を担当
【校外】企業内実習 【校外】企業等が主催するインターンシップ等
その他（企業等から教材提供等）

31%

29%

29%

4%
6%

[N=973]

【校内】企業等講師が全授業を
担当
【校内】企業等講師が一部の授
業を担当
【校外】企業内実習

【校外】企業等が主催するイン
ターンシップ等
その他（企業等から教材提供
等）

認定学科の現状 令和3年度調査結果（速報値）

 企業等連携の種類としては、企業等からの講師派遣を受けている校内の授業が約6割。
 指定規則上の科目か否かによる違いをみると、指定規則上の科目でない授業において、企業等からの講師派遣

を受けている校内の授業の割合が比較的多い。

出所）令和3年度文部科学省委託事業「職業実践専門課程の質保証・向上のための実態調査報告書」 (集計中のため変更の可能性あり)

【授業】 企業等連携の種類（1/2）

単純集計

※一部学科の回答漏れなどがあり、設問ごとにN数が異なっている場合がある。

指定規則上の科目か否か

（授業）

（授業）
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36%

0%

18%

35%

13%

30%

78%

46%

38%

20%
7%

59%

10%

32%

17%

41%

8%

20%

74%

6%

78%

28%

0%

5%

5%

60%

1%

0%

0%

5%

6%

8%

13%

0%

0%

0%

0%

5%

0%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

工業[N=346]

農業[N=5]

医療[N=185]

衛生[N=34]

教育・社会福祉[N=40]

商業実務[N=306]

服飾家政[N=18]

文化・教養[N=39]

【校内】企業等講師が全授業を担当 【校内】企業等講師が一部の授業を担当
【校外】企業内実習 【校外】企業等が主催するインターンシップ等
その他（企業等から教材提供等）

認定学科の現状 令和3年度調査結果（速報値）

 企業等連携の種類を分野別にみると、工業と商業実務において、企業等からの講師派遣（校内実習等）を行っている
授業が比較的多い。

※その他分野はN数が小さく、対象に偏りがある可能性があるため、言及を割愛する。

 校内の講師派遣型の授業を地域別にみたところ、企業等講師が「全授業を担当」している授業について、その他地域は、
その他大都市圏と比較して割合が少ない。

出所）令和3年度文部科学省委託事業「職業実践専門課程の質保証・向上のための実態調査報告書」 (集計中のため変更の可能性あり)

【授業】 企業等連携の種類（2/2）
分野別

（授業）

地域別

38%

34%

27%

26%

30%

30%

23%

20%

37%

2%

7%

3%

10%

9%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東京都[N=117]

その他大都市圏[N=355]

その他地域[N=501]

【校内】企業等講師が全授業を担当 【校内】企業等講師が一部の授業を担当
【校外】企業内実習 【校外】企業等が主催するインターンシップ等
その他（企業等から教材提供等）

（授業）

※一部学科の回答漏れなどがあり、設問ごとにN数が異なっている場合がある。

※地域別集計においては、「その他大都市圏」は関東圏（神奈川県・埼玉県・千葉県）、近畿圏（大阪府・京都府・兵庫県・滋賀県・奈良県・和歌山県）、中京圏（愛知県・岐阜県・三重県）、「その

他地域」は東京都と「その他大都市圏」以外を指す。
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認定学科の現状 令和3年度調査結果（速報値）

 授業の企画（準備）から成績評価まで、どの段階で企業等と連携しているかについて、授業の企画から成績評価までの
全ての段階で連携している授業が全体の約7割。

 指定規則上の科目か否かによる違いはあまりなく、全体傾向とおおむね同様の傾向である。

出所）令和3年度文部科学省委託事業「職業実践専門課程の質保証・向上のための実態調査報告書」 (集計中のため変更の可能性あり)

【授業】授業の企画から成績評価までの、企業等連携をしている段階

単純集計

※一部学科の回答漏れなどがあり、設問ごとにN数が異なっている場合がある。

指定規則上の科目か否か

（授業）

（授業）
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34%

5%

76%

22%

14%

8%

12%

2%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

講師選定のための条件提示

授業内容を産学で共同開発

企業等の教員／指導者と打合せ

実習中の企業等との情報共有

実習中に教員が実習先を訪問

成績を企業等にフィードバック

企業等の意見を踏まえた教育課程編成等

その他の取組

十分な説明がない、記載不備

[N=364]

認定学科の現状 令和3年度調査結果（速報値）

【学科】企業等との連携を深める上での工夫

※自由記述回答を分類（複数分類もあり）

 企業等との連携を深める上での工夫としては、「企業等の教員／指導者と打合せ」という回答が最も多く、
「講師選定のための条件提示」がそれに続いている。

出所）令和3年度文部科学省委託事業「職業実践専門課程の質保証・向上のための実態調査報告書」 (集計中のため変更の可能性あり)

※一部学科の回答漏れなどがあり、設問ごとにN数が異なっている場合がある。

（学科）
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認定学科の現状 令和3年度調査結果（速報値）

【学科】学科として教員に参加を求めている研修時間について、

時間数が回答可能かどうか

 学科として教員に参加を要請している研修時間数について、回答が可能な場合はその時間数を尋ねた。
「回答できない」とした学科が約3割から4割存在。

出所）令和3年度文部科学省委託事業「職業実践専門課程の質保証・向上のための実態調査報告書」 (集計中のため変更の可能性あり)

37%

32%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実務研修

指導力研修

[N=364]

※一部学科の回答漏れなどがあり、設問ごとにN数が異なっている場合がある。

（学科）
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認定学科の現状 令和3年度調査結果（速報値）

【学科】実務研修の企画・開催主体

 教員が参加している研修の提供主体を複数回答してもらった上で、主な研修提供主体を集計した。
※例：A学科が「学校又は学科」、「都道府県専修学校団体」を回答した場合は、「学校又は学科」の回答として集計。集計の際の重みづけは上記左グラフの凡例の順とした。

 実務研修の企画・開催主体は「学校又は学科」が最多であり、約6割。
 地域別には、その他地域において、「学校又は学科」で研修を企画・開催している学科の割合が小さい。

※東京都はN数が小さいため、言及を割愛する。

出所）令和3年度文部科学省委託事業「職業実践専門課程の質保証・向上のための実態調査報告書」 (集計中のため変更の可能性あり)

73%

60%

51%

18%

8%

13%

8%

26%

30%

3%

5%

5%

0%

2%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東京都[N=40]

その他大都市圏[N=133]

その他地域[N=189]

1. 学校又は学科で独自企画・開催
2. 都道府県専修学校団体が提供している研修
3. 業界団体が提供している研修（大学のFD等研修含む）
4. 研修事業を行っている企業等が提供する研修
5. その他

57%

11%

26%

5% 1%

[N=259]

学校又は学科

都道府県専修学校団体

業界団体

研修事業を行う企業等

その他

【実務研修】単純集計 【実務研修】地域別

※一部学科の回答漏れなどがあり、設問ごとにN数が異なっている場合がある。

※地域別集計においては、「その他大都市圏」は関東圏（神奈川県・埼玉県・千葉県）、近畿圏（大阪府・京都府・兵庫県・滋賀県・奈良県・和歌山県）、中京圏（愛知県・岐阜県・三重県）、「その他

地域」は東京都と「その他大都市圏」以外を指す。

（学科）

（学科）
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認定学科の現状 令和3年度調査結果（速報値）

【学科】指導力研修の企画・開催主体

出所）令和3年度文部科学省委託事業「職業実践専門課程の質保証・向上のための実態調査報告書」 (集計中のため変更の可能性あり)

68%

18%

7%
6% 1%

[N=258]

学校又は学科

都道府県専修学校団体

業界団体

研修事業を行う企業等

その他

75%

69%

65%

20%

17%

18%

0%

7%

8%

5%

7%

6%

0%

0%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東京都[N=40]

その他大都市圏[N=132]

その他地域[N=189]

1. 学校又は学科で独自企画・開催
2. 都道府県専修学校団体が提供している研修
3. 業界団体が提供している研修（大学のFD等研修含む）
4. 研修事業を行っている企業等が提供する研修
5. その他

※一部学科の回答漏れなどがあり、設問ごとにN数が異なっている場合がある。

※地域別集計においては、「その他大都市圏」は関東圏（神奈川県・埼玉県・千葉県）、近畿圏（大阪府・京都府・兵庫県・滋賀県・奈良県・和歌山県）、中京圏（愛知県・岐阜県・三重県）、「その他

地域」は東京都と「その他大都市圏」以外を指す。

【指導力研修】単純集計 【指導力研修】地域別

 指導力研修の企画・開催主体は「学校又は学科」が最多であり、約7割。
 実務研修と比較すると、業界団体による研修の割合が少ない。研修事業を行う企業等と合わせても1割未満。

実務研修と指導力研修では研修提供主体に違いが生じている。
 地域別には、その他地域において、「学校又は学科」で研修を企画・開催している学科の割合が少ない。

※東京都はN数が小さいため、言及を割愛する。

（学科）

（学科）
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認定学科の現状 令和3年度調査結果（速報値）

【学科】学科の教育成果に対する企業等からの評価の情報収集方法

※自由記述回答を分類（複数分類もあり）

 学科の教育成果に対する企業・関連業界からの評価についての情報収集の取組としては、
「企業等アンケート・ヒアリング」と回答した学科が最多であり、「卒業生との意見交換」がそれに続いている。

出所）令和3年度文部科学省委託事業「職業実践専門課程の質保証・向上のための実態調査報告書」 (集計中のため変更の可能性あり)

94%

5%

48%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

企業等アンケート・ヒアリング

卒業生追跡調査

卒業生との意見交換

その他

[N=364]

※一部学科の回答漏れなどがあり、設問ごとにN数が異なっている場合がある。

（学科）



Copyright © Mitsubishi Research Institute 22

 本事業では、職業実践専門課程の認定学科における好事例をまとめた資料を作成。

 職業教育のマネジメントを行う上でのポイントや好事例をまとめた資料においても、認定学科なら

ではの取組事例を掲載。

※両資料ともに令和3年度事業を踏まえ改訂予定。現時点では以下文部科学省ホームページに掲載。

https://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/senshuu/006800_00002.html

【参考】職業実践専門課程の好事例について

本事業成果物「職業実践専門課程事例・ポイント集」改訂版 職業教育マネジメントにおける教育課程・学習成果等に係る実証研究調査
成果物「専門学校における職業教育のマネジメントに関する手引・事例集」

https://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/senshuu/006800_00002.html
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「効果的な職業教育のマネジメントのための実態調査」について
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本事業の概要

 本事業の背景・目的

 過年度の当社調査により、職業教育のマネジメントについては、一定程度取り組まれていることが

明らかとなった。その一方で、それらをより効果的な取組とするためには、学校と企業等や地域との

関係性や、学校の組織体制を踏まえ、最適な方法で取り組んでいく必要がある。

 そこで、地域社会等で期待されている人材育成や、自治体や諸団体との有機的な連携状況等、及び

それらが教育効果に対して与える影響等を調査する。さらに、専門学校への支援や連携にとって重

要なステークホルダーである都道府県における認知状況等を把握する。そして、分野や地域性等に

基づき、職業教育のマネジメントの推進方策を分析・検討する。

 本年度の事業概要（本報告でご紹介する調査は赤字）

 教育の質を高める取組等の状況についての実態調査（教員アンケート、学校インタビュー）

 地域人材育成や専門学校との連携状況等に関する調査（高校教育等担当、産業振興担当、雇用労働

担当部署アンケート）

 地域における政策や支援策の状況等の調査（専修学校担当部署アンケート）

 職業教育のマネジメントの分析

 成果物の作成・普及（手引・好事例集の改訂、報告会の開催等）
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 教員アンケートについて

 職業教育のマネジメントや教職員の人材育成等の実態について調査。

 回答にあたっては、全国専門学校教育研究会、東京都専修学校各種学校協会、福岡県専修学校各種

学校協会に協力を依頼し、会員校の教職員が任意で回答。

- したがって本調査結果は、必ずしも専門学校の全国的な実態を表しているものではない。

 調査票は一般教員、学科長等、学校長等の3種類に分けて、ウェブ調査を実施。

 都道府県アンケートについて

 自治体内の専修学校についての認知、専門学校との連携状況、各自治体の専修学校振興施策や地

域の行政課題等を把握するため、都道府県の4部署（専修学校担当、高校教育等担当、産業振興担

当、雇用労働担当部署）を対象として調査。

 郵送にて調査依頼、紙にて回答提出。希望する自治体にはメールにて回答票電子ファイルを送付。

今年度調査の概要
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一般教員 学科長等 学校長等

82.7

15.1

2.2[N=139]

ある

ない

わからない
81.3

16.9

1.9[N=160]

はい
いいえ
わからない77.1

9.7

13.2

[N=402]

はい

いいえ

わからない

出所）令和3年度文部科学省委託事業「職業教育のマネジメント強化のための実証研究」専門学校教員アンケート (集計中のため変更の可能性あり)

専門学校教員アンケート 回答者の基礎情報

自分の所属している学科が職業実践専門課程認定学科か（学校長等は「学校に認定学科があるかどうか」

一般教員 学科長等 学校長等
※学校内にある分野を調査したため、複数回答可となっている

回答者の所属学科の分野（学校長は当該校にある全学科の分野を複数回答）

令和3年度調査（速報値）

32.0

0.5
31.5

7.9

4.4

11.3

2.2 10.1

[N=406]
【工業分野】

【農業分野】

【医療分野】

【衛生分野】

【教育・社会福祉分野】

【商業実務分野】

【服飾・家政分野】

【文化・教養分野】

32.9

0.6
24.2

11.2
5.0

13.7

1.9 10.6

[N=161]

【工業分野】

【農業分野】

【医療分野】

【衛生分野】

【教育・社会福祉分野】

【商業実務分野】

【服飾・家政分野】

【文化・教養分野】

33.6

1.4

27.1

21.4

12.9

26.4

2.1

25.7

0% 20% 40%

工業分野

農業分野

医療分野

衛生分野

教育・社会福祉分野

商業実務分野

服飾・家政分野

文化・教養分野

[N=140]
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「効果的な職業教育のマネジメントのための実態調査」

骨子案「職業実践専門課程の効果と課題」関連データ
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出所）令和2年度文部科学省委託事業「職業教育マネジメントにおける教育課程・学習成果等に係る実証研究調査報告書」

教員の指導力

教員の能力・資質向上のための教員研修の内容（複数選択） 研修以外の教員の能力・資質向上のための取組（複数選択）

82.7 

51.9 

75.9 

61.2 

37.2 

26.6 

1.9 

0.5 

6.2 

63.3 

47.7 

54.4 

33.8 

16.8 

17.2 

3.8 

13.9 

7.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

担当分野の実務に関する知識・技能の向上

授業の設計・評価に関する知識の向上

授業および生徒に対する指導力等の習得・向上

生徒指導力・カウンセリング力の向上

就職支援能力・スキルの向上

学校運営に対する知識・スキルの向上

その他

いずれも行っていない

不 明

認定を受けている[N=747] 認定を受けていない[N=447]

58.1 

62.5 

49.9 

22.6 

2.4 

5.0 

6.3 

53.5 

43.0 

37.4 

17.4 

2.9 

17.4 

7.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教員の学会等参加を推奨

能力開発等（前項で回答した教員研修も含む）の
ための費用の補助（一部補助含む）

能力開発等の結果の学内報告（上長への書面報告
等）

自発的な研鑽の進捗状況も踏まえて人事配置を実
施

その他

いずれも行っていない

不 明

認定を受けている[N=747] 認定を受けていない[N=447]

 非認定学科と比べて、認定学科では教員研修等の教員の能力・資質向上のための取組を行っている割合が高い。
（※実務や指導力等の習得・向上の研修は認定要件として義務付けられている）

令和2年度調査
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72.9

87.2

93.5

14.6

2.6

4.3

5.4

5.1

0.0

1.1

0.0

2.2

6.1

5.1

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認定学科[N=280]

非認定学科[N=39]

わからない[N=46]

1～10時間 11～20時間 20～40時間 40～80時間 80時間以上

63.1

86.8

71.4

15.8

5.3

16.3

12.4

2.6

6.1

3.0

0.0

4.1

5.7

5.3

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認定学科[N=298]

非認定学科[N=38]

わからない[N=49]

1～10時間 11～20時間 20～40時間 40～80時間 80時間以上

教員の指導力

【一般教員】実務に関する研修への参加時間（年間）
※認定学科かどうかわからないという回答もクロス

【一般教員】指導力等に関する研修への参加時間（年間）
※認定学科かどうかわからないという回答もクロス

 認定要件になっている実務に関する研修、指導力等に関する研修について、一般教員の研修参加状況は、
認定学科において年間10時間以下が約6割。

 研修を十分に受けることができなかった理由（グラフは次ページ参照）については、「多忙で研修等を受ける余裕がな
かった」が最多だが、「求める内容の研修等がそもそも提供されていなかった」も約4割存在。

 常勤教員の育成に取り組めていない理由（グラフは次々ページ参照）としては「指導担当者である教職員に時間的余裕
がない」が最多。

出所）令和3年度文部科学省委託事業「職業教育のマネジメント強化のための実証研究」専門学校教員アンケート (集計中のため変更の可能性あり)

令和3年度調査（速報値）
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47.3

5.5

5.5

35.2

3.3

27.5

0% 20% 40% 60%

多忙で研修等を受ける余裕がなかった

受講料等が高額だった（所属校・学科からの支援が
十分ではなかった場合も含む）

求める研修等が都市圏でしか開催されていなかった

求める内容の研修等がそもそも提供されていなかった

研修等のレベルが自分に合っていなかった

その他

[N=91]

31.9

15.4

22.6

40.4

48.7

39.6

19.5

28.2

28.3

4.9

5.1

5.7

3.3

2.6

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認定学科[N=307]

非認定学科[N=39]

わからない[N=53]

よく支援してくれている ある程度支援してくれている どちらともいえない
あまり支援していない 全く支援していない

13.9

2.9

6.3

33.1

28.6

20.8

22.3

28.6

22.9

9.1

8.6

6.3

15.3

17.1

18.8

6.3

14.3

25.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認定学科[N=287]

非認定学科[N=35]

わからない[N=48]

十分な研修等を受講することができた ある程度の研修等を受講することができた
どちらでもない 十分な研修等を受講できなかった
ほとんど研修等を受講できなかった 特に研修等を必要としなかった

教員の指導力

【一般教員】研修受講の満足度 【一般教員】業務に必要な能力開発を学校がどの程度支援してくれているか

【一般教員】研修を十分に受けることができなかった理由

一般の教員、学科長等

 精神的・学習障害を抱える学生への対応の研修、生徒指導（退学予防含む）の研修

 教育法・教授法の研修

 外国人留学生への対応（語学別の指導法の研修含む）の研修

 オンライン授業やICT活用の研修

 学科運営やマネジメントの研修（管理職の業務理解のための研修含む）
学校長

 学校ガバナンスの研修（経理、組織管理含む）

 教学マネジメント、内部質保証の事例の研修

 人材マネジメントの研修（教職員や管理職の育成、モチベーション向上含む）

 経営力向上のための研修

 DX研修

 学校関係法規や労務管理等の法令事項の研修

受けたい研修（自由記述）

出所）令和3年度文部科学省委託事業「職業教育のマネジメント強化のための実証研究」専門学校教員アンケート (集計中のため変更の可能性あり)

令和3年度調査（速報値）
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学科長等 学校長等

17.6

73.5

82.4

50.0

2.9

2.9

0% 30% 60% 90%

予算がない

育成対象者である教員に時間的余裕がない

指導担当の教職員に時間的余裕がない

育成計画を立てるノウハウがない（人事や育成に
ついての専門家がいない等）

既存の研修等が育成方針に合わない

その他

[N=34]

学科長等 学校長等

1.6

38.2

31.7

21.1

6.5
0.8[N=123]

十分に取り組めている

ある程度取り組めている

どちらでもない

あまり取り組めていない

ほぼ取り組めていない

常勤教員の育成の必要性を感
じていない

6.5

35.1

37.7

13.6

7.1
0.0[N=154]

十分に取り組めている

ある程度取り組めている

どちらでもない

あまり取り組めていない

ほぼ取り組めていない

常勤教員の育成の必要性を感
じていない

教員の指導力

常勤教員の育成への取組状況

常勤教員の育成に取り組めていない理由

9.4

68.8

75.0

37.5

6.3

3.1

0% 20% 40% 60% 80%

予算がない

育成対象者である教員に時間的余裕がない

指導担当者である教職員に時間的余裕がない

育成計画を立てるノウハウがない（人事や育成に
ついての専門家がいない等）

既存の研修等が育成方針に合わない

その他(育成対象者がいない)

[N=32]

出所）令和3年度文部科学省委託事業「職業教育のマネジメント強化のための実証研究」専門学校教員アンケート (集計中のため変更の可能性あり)

令和3年度調査（速報値）
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出所）令和2年度文部科学省委託事業「職業教育マネジメントにお

ける教育課程・学習成果等に係る実証研究調査報告書」

職業教育に対する評価活動

生徒からの評価の実施形式（複数選択）

80.5 

52.2 

42.0 

6.7 

6.8 

35.6 

9.5 

7.8 

7.6 

2.1 

1.1 

6.3 

62.6 

36.2 

34.2 

5.8 

3.1 

30.0 

8.5 

4.5 

4.3 

1.3 

10.3 

7.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

授業アンケート

在学生アンケート（授業アンケート以外を指す。学校
満足度等）

卒業生（卒業直前）アンケート

卒業生（卒業直後）アンケート

卒業生（卒業後1 年以上経過）アンケート

在学生ヒアリング（全数調査以外も含む）

卒業生（卒業直前）ヒアリング（全数調査以外も含
む）

卒業生（卒業直後）ヒアリング（全数調査以外も含
む）

卒業生（卒業後1 年以上経過）ヒアリング（全数
調査以外も含む）

その他

いずれも行っていない

不 明

認定を受けている[N=747] 認定を受けていない[N=447]

令和2年度調査

 非認定学科と比べて、認定学科で
は生徒からの評価の実施、教育に
関する情報の把握（次ページグラ
フ）、学校経営に関する情報の把握
（次ページグラフ）等、教育に対す
る評価活動に取り組む割合が高い。
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出所）令和2年度文部科学省委託事業「職業教育マネジメントにおける教育課程・学習成果等に係る実証研究調査報告書」

職業教育に対する評価活動

教育の質向上や学校運営の改善のために把握している情報（複数選択）
教育に関する情報の把握状況

教育の質向上や学校運営の改善のために把握している情報（複数選択）
学校運営に関する情報の把握状況

令和2年度調査
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職業教育に対する評価活動

教育課程全体の教育効果の評価
において重視している観点
（複数選択）

79.8 

84.1 

64.3 

74.2 

24.5 

13.4 

35.5 

13.0 

58.2 

28.0 

52.9 

33.9 

1.5 

0.1 

6.3 

68.2 

79.6 

55.0 

57.9 

23.9 

8.1 

20.1 

12.1 

51.9 

20.1 

38.7 

26.8 

2.2 

2.9 

7.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教育内容に対する生徒の満足度の向上

生徒の実践的・専門的な知識・技能の習得

生徒の基礎的・汎用的な能力の習得（社会人基礎
力等）

生徒が希望する進路の実現

連携企業への就職者数の増加

卒業後の活躍度合い（年収等）

離職率・定着率

生徒の学習時間の増加

生徒の学習意欲の向上

学校関係者による学校の理解度の向上

就職先となる（なりえる）企業・業界からの評価

入学希望者（応募者）、その保護者及び在籍高校
等からの評価や問合せ件数

その他

いずれも重視していない

不 明

認定を受けている[N=747] 認定を受けていない[N=447]

出所）令和2年度文部科学省委託事業「職業教育マネジメントにお

ける教育課程・学習成果等に係る実証研究調査報告書」

令和2年度調査

 認定学科が教育課程全体の教育効
果の評価において重視している観点
は、回答割合が高い順に、「生徒の実
践的・専門的な知識・技能の習得」
「教育内容に対する生徒の満足度の
向上」「生徒が希望する進路の実現」
となっている。



Copyright © Mitsubishi Research Institute 35

一般教員 学科長等 学校長等

29.1

40.0

30.9

[N=110]

十分だと思っている

不十分なところがあると
思っている

わからない

36.4

47.4

16.2

[N=154]

十分だと思っている

不十分なところが
あると思っている

わからない

41.1

28.6

30.3

[N=370]

十分だと思っている

不十分なところがあ
ると思っている

わからない

62.4
21.0

37.3
39.5

8.7
11.7

37.9
10.6

2.5
31.6

1.1
12.5

1.1

0% 20% 40% 60% 80%

基礎的な専門知識・能力
高度な専門知識・能力

資格・検定
実習等での学びの経験（実践力等）

職業倫理
就職先業界や企業への理解
社会人としての常識・マナー

学習意欲
ICT活用スキル

コミュニケーション力
進学が中心のため企業等から直接評価を受けていない

わからない
その他

[N=367]

職業教育に対する企業等からの評価

【一般教員】関連する業界や企業等からの卒業生への評価（評価項目）

企業等からの卒業生への評価は十分か

出所）令和3年度文部科学省委託事業「職業教育のマネジメント強化のための実証研究」専門学校教員アンケート (集計中のため変更の可能性あり)

 企業等からの卒業生への評価については、

「基礎的な専門知識・能力」を挙げた回答が約
6割で最多。「高度な専門知識・能力」は約2割、

「実習等での学びの経験（実践力等）」につい
ては約4割となっている。

 企業等からの卒業生評価は不十分だという
回答が約3割から5割に上る。

また、企業等からの評価がわからないという
回答が一般教員で約3割、学科長で約2割、
学校長で約3割となっている。

令和3年度調査（速報値）
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職業教育に対する企業等からの評価

【一般教員】企業等からの卒業生への評価は十分か
分野別 認定学科・非認定学科別

出所）令和3年度文部科学省委託事業「職業教育のマネジメント強化のための実証研究」専門学校教員アンケート (集計中のため変更の可能性あり)

令和3年度調査（速報値）

50.4

0.0

30.6

45.5

28.6

46.3

11.1

47.4

23.2

0.0

32.2

27.3

21.4

39.0

33.3

26.3

26.4

0.0

37.2

27.3

50.0

14.6

55.6

26.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【工業分野】[N=125]

【農業分野】[N=0]

【医療分野】[N=121]

【衛生分野】[N=22]

【教育・社会福祉分野】[N=14]

【商業実務分野】[N=41]

【服飾・家政分野】[N=9]

【文化・教養分野】[N=38]

十分だと思っている 不十分なところがあると思っている わからない

42.9

26.5

39.6

29.6

35.3

18.8

27.5

38.2

41.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認定学科[N=287]

非認定学科[N=34]

わからない[N=48]

十分だと思っている 不十分なところがあると思っている わからない
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出所）令和3年度文部科学省委託事業「職業教育のマネジメント強化のための実証研究」都道府県アンケート（集計中のため変更の可能性あり）

社会からの認知
自治体内の個別の専修学校についての認知

専修学校担当 高校教育等担当

産業振興担当 雇用労働担当

令和3年度調査（速報値）

 自治体内の個別の専修学校の認知については、産業振興担当、雇用労働担当でより低い。
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社会からの認知

【専修学校担当】自治体内の高専連携の実施状況 【専修学校担当】高専連携の支援

【高校教育等担当】高校への専門学校の情報提供

出所）令和3年度文部科学省委託事業「職業教育のマネジメント強化のための実証研究」都道府県アンケート（集計中のため変更の可能性あり）

令和3年度調査（速報値）

 専修学校担当は、高専連携の実態を把握していないと
いう回答が最多。

 高校教育等担当も、高校への専門学校の情報提供を実
施していないという回答が最多。
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社会からの認知

【専修学校担当】専修学校の評価

出所）令和3年度文部科学省委託事業「職業教育のマネジメント強化のための実証研究」都道府県アンケート（集計中のため変更の可能性あり）

令和3年度調査（速報値）

 専修学校の評価については、
「職業に直結する教育」
「地域産業を支える人材の育成」
の評価が高い。
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社会からの認知

【専修学校担当】専修学校の課題

出所）令和3年度文部科学省委託事業「職業教育のマネジメント強化のための実証研究」都道府県アンケート（集計中のため変更の可能性あり）

令和3年度調査（速報値）

 専修学校の課題については、
「情報発信が不足している」

「地域に定着する人材の育成ができていない」
が多い。
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社会からの認知

【専修学校担当】専修学校への期待

出所）令和3年度文部科学省委託事業「職業教育のマネジメント強化のための実証研究」都道府県アンケート（集計中のため変更の可能性あり）

令和3年度調査（速報値）

 専修学校への期待については、「着実な人材育成」「高校生の多様な進路の実現」「人材流出の防止」が多い。
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社会からの認知

【専修学校担当】今後の専修学校振興施策の方針

出所）令和3年度文部科学省委託事業「職業教育のマネジメント強化のための実証研究」都道府県アンケート（集計中のため変更の可能性あり）

令和3年度調査（速報値）

 専修学校振興施策については、「現在と同等規模の振興施策を行う」が約9割。
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社会からの認知

【専修学校担当】自治体内の認定学科の取組把握の機会 【専修学校担当】自治体内の認定学科への支援

出所）令和3年度文部科学省委託事業「職業教育のマネジメント強化のための実証研究」都道府県アンケート（集計中のため変更の可能性あり）

令和3年度調査（速報値）

 認定学科の取組把握については、「文部科学省によるフォローアップのタイミングで把握している」が約9割。
 約6割の都道府県が認定学科への支援を行っていない。
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【専修学校担当】認定学科が非認定学科と比較して優れている点

出所）令和3年度文部科学省委託事業「職業教育のマネジメント強化のための実証研究」都道府県アンケート（集計中のため変更の可能性あり）

社会からの認知 令和3年度調査（速報値）

 非認定学科と比較して認定学科が優れている点は、「企業との連携」「教育内容の実践性」。
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【専修学校担当】認定学科の課題 【専修学校担当】認定学科への期待

出所）令和3年度文部科学省委託事業「職業教育のマネジメント強化のための実証研究」都道府県アンケート（集計中のため変更の可能性あり）

社会からの認知 令和3年度調査（速報値）

 認定学科の課題は、「職業実践専門課程制度への理解が十分ではない」「取組や教育内容を学校外に十分に説明できて
いない」。

 認定学科への期待は、 「地域の高卒生の多様な進路の確保に協力してほしい」
「地域の人手不足の解消に貢献してほしい」「地域の企業等との連携を深めてほしい」
「情報発信に力を入れてほしい」「技術革新や社会の変化に即応した教育を行ってほしい」。
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出所）令和2年度文部科学省委託事業「職業教育マネジメントにおける教育課程・学習成果等に係る実証研究調査報告書」

実習等

生徒に対する企業内実習等の効果を高めるのに有効と考える取組
（複数選択（上位3つまで））

35.3 

43.8 

39.9 

20.3 

25.4 

19.3 

27.3 

 

 

 

 

 

 

36.5 

39.1 

28.2 

13.2 

19.2 

13.2 

29.1 

 

 

 

 

 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実習・演習に直接的に対応する講義や演習科目を設
ける

開始前の事前学習で実習・演習の内容を説明する

開始前の事前学習で社会人としての心構えやマナー
に関する指導をする

実習・演習の指導計画を、企業等の非常勤教員と協
議のうえ決定する

企業等の非常勤教員に対して、指導してほしい事項
を具体的に伝える

到達目標に対する各生徒の到達状況の評価方法を
企業等と学校とで具体的に決定する

実施中に教員が現場に出向き、生徒の様子を確認す
る

認定を受けている[N=747] 認定を受けていない[N=447]

 

 

 

 

 

 

 

28.9 

10.2 

6.2 

2.0 

4.6 

6.2 

 

 

 

 

 

 

 

31.8 

11.6 

8.9 

1.6 

12.3 

7.6 

実習・演習の内容等を生徒に記録させる

生徒が自己評価を行う

生徒評価の結果を企業等にフィードバックする

その他

いずれも当てはまらない

不 明

 企業等と連携した実習の充実に向けた取組（次ページグラフ含む）について、教員研修や教育評価等の他の項目と比較
すると、非認定学科と比べたときの実施割合がより高いとはいえない状況。

 理由として、（認定学科であるかどうか以上に）指定養成施設の指定規則上の実習等であるかどうかがより影響してい
る、「企業等連携した授業」とはどのようなものかということが認定学科間で共通理解がないことなどが推測される。

令和2年度調査
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出所）令和2年度文部科学省委託事業「職業教育マネジメントにおける教育課程・学習成果等に係る実

証研究調査報告書」

実習等

59.3 

52.7 

76.8 

66.0 

64.1 

79.3 

4.2 

1.4 

4.2 

47.3 

44.3 

74.3 

70.7 

66.3 

76.7 

4.0 

5.3 

6.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

企業等の非常勤教員に対して、生徒の達成目標を具
体的に伝えた（協議は行っていない）

実習の進捗状況を把握する方法を企業等と学校とで
具体的に決定した

実施中に教員が現場に出向き、生徒の様子を確認し
た

実施中に教員が生徒の悩みや課題について助言した

実習の進捗状況を把握するため、企業等の実習指導
担当者に報告してもらった

実習・演習の内容等を生徒に記録させた

その他

いずれも行っていない

不 明

認定を受けている[N=565] 認定を受けていない[N=300]

企業内実習の質や水準の確保のための取組（複数選択）

75.4

73.0

40.7

54.6

53.7

39.9

1.9

0.9

6.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

[N=747]

カリキュラム内での実習等の位置づけの明確化・適正化
実習等前後の授業と実習等の連携
企業から派遣される非常勤教員の質の確保
企業内実習の質・水準の確保
成績評価方法の適正化（新しい成績評価方法の開発、成果発表会の企画・実施等）
成績評価の活用（進級・卒業認定時の活用等）
その他
いずれも当てはまらない
不 明

企業等と連携した実習等の改善のために行うべき取組（複数選択）
※認定学科のみ

企業等と連携した実習等を改善するために行うべきだが実施でき
ていないものについて、実施できていない理由（自由記述）

• 官公庁等、受入れが難しい実習先がある。
• 協力してくれる企業に負担がかかりすぎる。
• システム・エンジニア等の職種では、短期間の企業内実習等

では教育成果を上げることが難しいと考えている。 等

令和2年度調査
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出所）令和2年度文部科学省委託事業「職業教育マネジメントにおける教育課程・学習成果等に係る実証研究調査報告書」

制度への理解

フォローアップの認知状況（単数選択） ※認定学科のみ

55.2 27.8 10.7 6.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

[N=747]

内容まで知っている 実施することは知っている 初めて聞いた 不 明

66.9 17.7 9.1 6.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

[N=747]

内容まで知っている 配布されていることは知っている（実際に活用していない） 初めて聞いた 不 明

別紙様式4の様式改訂の認知度（単数選択） ※認定学科のみ

 学科側がフォローアップや様式改訂について「初めて聞いた」との回答が約1割存在。

令和2年度調査
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出所）令和2年度文部科学省委託事業「職業教育マネジメントにおける教育課程・学習成果等に係る実証研究調査報告書」

制度への理解
左記で選択した知識を自学科の職員（教員除く）が身に着けてい
る程度（各単数選択） ※認定学科のみ

17.1 65.3 16.5 1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

[N=467]

十分身に着けている ある程度身に着けている あまり身に着けていない 身に着けていない

16.0 63.5 18.8 1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

[N=605]

18.3 63.8 16.3 1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

[N=486]

15.8 66.9 16.4 0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

[N=543]

17.9 63.8 17.5 0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

[N=497]

専修学校制度全体の知識

職業実践専門課程制度の知識

学校評価の知識

教育の質向上の知識

情報公開の知識

62.5

81.0

65.1

72.7

66.5

1.7

0.4

6.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

[N=747]

専修学校制度全体の知識 職業実践専門課程制度の知識 学校評価の知識
教育の質向上の知識 情報公開の知識 その他
いずれも当てはまらない 不 明

職業実践専門課程の認定学科として職員（教員除く）が担う役割・
持っておくべき知識
（複数選択）※認定学科のみ

令和2年度調査

 「専修学校制度全体の知識」
「職業実践専門課程制度の知識」「学校評価の知識」
「教育の質向上の知識」「情報公開の知識」について、
学科の職員（教員除く）が身に付けていないとの回答が
いずれも約2割存在。
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「効果的な職業教育のマネジメントのための実態調査」

【参考】骨子案「職業実践専門課程の充実方策」

関連データ
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27.1
5.6

22.9
12.8

25.4
7.3

12.8
29.6

9.5
10.3

6.4
34.9

31.0
12.8

2.0
24.6
25.1

13.1
12.3

7.5
2.2

3.4
1.1

4.5

0% 10% 20% 30% 40%

企業等との連携体制の構築
卒業認定の方針等の策定
教育課程編成・見直し

シラバスの作成
学内・学外実習

リカレント教育（社会人等を対象とした職業訓練含む）
外国人留学生教育

授業改善
成績評価

学修成果の可視化
学務や教務のデータ収集・活用

学生募集・広報
生徒指導（退学予防等）

キャリア教育・就職支援
学科の新設・改編
教職員の採用

教職員の育成・研修
教職員の人事評価
教職員の人材配置
社会貢献・地域貢献

経理・財務
学校評価
情報公開
その他

[N=358]

階層別の課題認識

【一般教員】現在の課題

出所）令和3年度文部科学省委託事業「職業教育のマネジメント強化のための実証研究」専門学校教員アンケート (集計中のため変更の可能性あり)

 一般教員、学科長等（グラフは次ページ）では、「学生募集・広報」が課題との回答が最多。
一方、学校長等（グラフは次々ページ）では「企業等との連携体制の構築」が課題との回答が最多となった。

令和3年度調査（速報値）
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27.0
6.6

24.3
6.6

19.7
9.9

13.8
30.9

5.3
13.8

9.9
41.4

34.2
13.2

4.6
27.0
27.0

7.9
14.5

4.6
2.0
2.6

0.0
2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50%

企業等との連携体制の構築
卒業認定の方針等の策定
教育課程編成・見直し

シラバスの作成
学内・学外実習

リカレント教育（社会人等を対象とした職業訓練含む）
外国人留学生教育

授業改善
成績評価

学修成果の可視化
学務や教務のデータ収集・活用

学生募集・広報
生徒指導（退学予防等）

キャリア教育・就職支援
学科の新設・改編
教職員の採用

教職員の育成・研修
教職員の人事評価
教職員の人材配置
社会貢献・地域貢献

経理・財務
学校評価
情報公開
その他

[N=152]

階層別の課題認識

【学科長等】現在の課題

出所）令和3年度文部科学省委託事業「職業教育のマネジメント強化のための実証研究」専門学校教員アンケート (集計中のため変更の可能性あり)

令和3年度調査（速報値）
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39.4
2.8

14.7
6.4

8.3
10.1

14.7
25.7

1.8
12.8

11.9
37.6

23.9
6.4

5.5
16.5

33.0
7.3

9.2
1.8

4.6
5.5

0.0
1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50%

企業等との連携体制の構築
卒業認定の方針等の策定
教育課程編成・見直し

シラバスの作成
学内・学外実習

リカレント教育（社会人等を対象とした職業訓練含む）
外国人留学生教育

授業改善
成績評価

学修成果の可視化
学務や教務のデータ収集・活用

学生募集・広報
生徒指導（退学予防等）

キャリア教育・就職支援
学科の新設・改編
教職員の採用

教職員の育成・研修
教職員の人事評価
教職員の人材配置
社会貢献・地域貢献

経理・財務
学校評価
情報公開
その他

[N=109]

階層別の課題認識

【学校長等】現在の課題

出所）令和3年度文部科学省委託事業「職業教育のマネジメント強化のための実証研究」専門学校教員アンケート (集計中のため変更の可能性あり)

令和3年度調査（速報値）
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学修目標の具体化

39.4

79.1

15.5

1.8

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

「特定の学科」で設定している

学校として設定している

学校法人として設定している

その他の単位で設定している（具体的に

特定の学科、学校全体、学校法人全体、その他の単位、い
ずれの単位でも設定していない

[N=1468]

（注）「卒業の認定に関する方針・要件」は、学生が⾝に付けるべき資質・能力の目

標を明確にし、卒業を認定するために必要な学修成果（「何ができるようになる
か」）を具体的に示したもののほか、広く卒業認定の際の条件を指す。

98.8

84.8

77.8

47.6

9.5

42.6

82.9

58.3

25.7

1.3

0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

履修単位数・履修時間数

成績

授業料の納付

卒業試験の点数・合否

外部試験の点数・合否

資格取得

知識・技能

意欲・態度

想定される卒業後の進路

その他（具体的に)

いずれも含んでいない

【卒
業
に
必
要
な
条
件
】

【卒
業
時
に
身
に
つ
け
て

い
る
資
質
・能
力
】

【そ
の
他
】

[N=1459]

卒業の認定に関する方針・要件の設定状況
（複数選択）

卒業の認定に関する方針・要件に含まれる内容
（複数選択）

 卒業の認定に関する方針・要件は、99％以上の学校がいずれかの組織単位で設定している（上記グラフはその内訳）。
 具体的な記載事項として、資質・能力への言及については、例えば「知識・技能」は約8割、「意欲・態度」は約6割。

出所）令和元年度文部科学省委託事業「職業教育マネジメントにおける教育課程・学習成果等に係る実証研究調査報告書」

令和元年度調査
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実習・演習等

2.0

32.5

9.4

26.0

2.3

22.7

5.3

13.1

2.1

9.1

6.0

10.1

4.7

13.3

14.0

12.9

8.1

8.4

12.3

8.9

30.5

7.2

23.4

12.9

19.4

4.3

18.6

14.9

21.7

1.4

6.4

0.8

9.2

1.1

4.6

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

講義[N=1524]

学内での実習・演習（企業等と連携のあるもの）
[N=1522]

学内での実習・演習（企業等と連携のないもの）
[N=1523]

企業内実習[N=1523]

実施していない 1～50時数未満 50～100時数未満

100～300時数未満 300～500時数未満 500～1000時数未満

1000～1500時数未満 1500～2000時数未満 2000時数以上

学科の授業時数の実績 企業内実習の授業時数の実績
分野別

 実習・演習等の形態により、実施状況に差がみられる状況。
 企業内実習については、工業分野、服飾・家政分野、文化・教養分野では実施していないが約5割。

出所）令和元年度文部科学省委託事業「職業教育マネジメントにおける教育課程・学習成果等に係る実証研究調査報告書」

令和元年度調査
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情報公開

53.6

70.4

63.1

70.9

44.6

27.7

37.5

38.5

51.2

24.9

11.1

21.4

17.5

8.9

15.6

63.5

60.6

63.6

50.4

58.6

66.0

51.4

66.0

28.2

57.6

44.1

31.7

30.1

27.6

42.3

24.1

29.0

30.7

54.6

19.1

0.7

0.4

0.8

0.6

0.7

1.7

1.5

1.1

2.1

3.0

2.2

2.4

1.7

2.4

3.9

0% 20% 40% 60% 80%

卒業の認定に関する方針・要件[N=1484]

教育課程の編成[N=1484]

各授業科目の内容[N=1484]

入学者受入に関する方針・要件[N=1484]

学習成果[N=1484]

学校のウェブサイトにて公開している 学校が発行する紙媒体（学校案内等）等で公開している

連携先の企業等に周知している 教職員（非常勤含む）に周知している

生徒に周知している 保護者に周知している

入学希望者に周知している その他（具体的に)

関連する情報はあるが誰にも周知していない 関連する情報がない

 各事項について、「学校のウェブサイトにて
公開している」「教職員（非常勤含む）に周知
している」「生徒に周知している」を選択した
学校の割合が比較的多い。

出所）令和元年度文部科学省委託事業「職業教育マネジメントにおける教育課程・学習成果等に係る実証研究調査報告書」

職業教育マネジメントに係る各事項の情報の周知・公開状況
（複数選択）

令和元年度調査
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中期経営計画等の策定状況

53.7 35.8 10.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

[N=1465]

策定している 策定していないが検討中である 策定しておらず検討も行っていない

中長期の経営計画・行動計画等の策定状況

 中長期の経営計画・行動計画等を「策定している」及び「策定していないが検討中である」で約9割。

出所）令和元年度文部科学省委託事業「職業教育マネジメントにおける教育課程・学習成果等に係る実証研究調査報告書」

令和元年度調査
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